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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

中間連結会計期間
第15期

中間連結会計期間
第14期

会計期間
自　2024年10月１日
至　2025年３月31日

自　2025年10月１日
至　2026年３月31日

自　2024年10月１日
至　2025年９月30日

売上高 （千円） 3,258,797 3,526,345 6,385,724

経常利益 （千円） 503,593 586,347 1,021,225

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 328,987 389,380 699,290

中間包括利益又は包括利益 （千円） 331,755 392,232 701,697

純資産額 （千円） 4,935,967 5,533,677 5,310,910

総資産額 （千円） 9,617,956 10,126,887 9,551,518

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 95.41 111.59 202.07

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 94.37 110.12 199.55

自己資本比率 （％） 51.3 54.6 55.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 617,232 646,778 869,044

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △96,081 △57,649 △213,038

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △228,544 △299,688 △288,202

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 4,441,553 4,806,683 4,516,925

（注）　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに認識した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績に関する説明

　当中間連結会計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調が続いたものの、物価上昇や金融政策の動向、

海外経済の不確実性などの影響により、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。個人消費は持ち直

しの動きが見られる一方で、実質所得の伸び悩みが下押し要因となり、力強さを欠く展開となりました。また、

企業活動においては、人手不足の深刻化やコスト増加への対応が課題となっております。当社グループが属する

不動産業界におきましては、賃貸需要は底堅く推移したものの、物件供給や地域動向の変化、建築コストの上昇

などが影響し、事業環境は引き続き慎重な判断を要する状況が続いております。

　このような環境のもと、当社グループは既存事業の強化およびサービス品質の向上に努めるとともに、効率的

な運営体制の構築を推進してまいりました。具体的には、コア事業である不動産賃貸仲介事業については営業エ

リア拡大を順次進めており、不動産管理事業におきましても着実に管理戸数を伸ばしてまいりました。居住者サ

ポート事業については、取次先の開拓を進めると共に、システム販売事業の拡大に向けて積極的に取組んでまい

りました。

　この結果、当中間連結会計期間における売上高は3,526,345千円（前年同期比8.2％増）、営業利益は590,733

千円（同16.1％増）、経常利益は586,347千円（同16.4％増）となり、親会社株主に帰属する中間純利益は

389,380千円（同18.4％増）となりました。

　セグメントごとの状況は、次のとおりであります。

セグメント

売上高（千円） セグメント利益（千円）

前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

増減率（％）
前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

増減率（％）

不動産仲介事業 1,725,118 1,766,248 2.4 293,082 263,233 △10.2

不動産管理事業 1,159,281 1,329,058 14.6 204,864 237,512 15.9

居住者サポート事業 374,398 431,038 15.1 213,159 254,495 19.4

調整 － － － △202,161 △164,508 －

合計 3,258,797 3,526,345 8.2 508,944 590,733 16.1

 

ⅰ　不動産仲介事業

　不動産賃貸仲介事業では、不動産賃貸仲介手数料はテナント案件の減少により605,638千円（前年同期比0.2％

減）となりましたが、業務委託料収入は506,704千円（同5.7％増）、商品売上は219,490千円（同12.8％増）と

順調に成長しました。他方、不動産売買仲介事業では不動産売買手数料が64,522千円（同32.3％減）と反動減と

なり、不動産賃貸事業では家賃収入が120,107千円（同1.3％減）となりました。スポット取引の位置づけである

販売用不動産の売上が101,121千円（同27.9％減）あったため、不動産仲介事業セグメントの外部顧客への売上

高は1,766,248千円（同2.4％増）となり、新規出店等に伴う人件費、広告宣伝費、地代家賃等の経費増加のた

め、セグメント利益（営業利益）は263,233千円（同10.2％減）となりました。

 

ⅱ　不動産管理事業

　改装売上収入は大型案件の回復もあり624,563千円（前年同期比23.9％増）となり、不動産管理料468,249千円

（同6.3％増）、更新事務手数料122,870千円（同19.3％増）といずれも好調に推移しましたので、外部顧客への

売上高は1,329,058千円（同14.6％増）となり、セグメント利益（営業利益）は237,512千円（同15.9％増）とな

りました。
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ⅲ　居住者サポート事業

　主に電気・ガス等の取次料収入103,353千円（前年同期比28.0％増）、保険代理店手数料等77,990千円（同

19.9％増）、滞納保証料85,053千円（同26.4％増）、引越売上30,229千円（同18.3％減）及びREサポート等の入

居後サービス売上123,227千円（同7.4％増）などにより、外部顧客への売上高は431,038千円（同15.1％増）と

なり、セグメント利益（営業利益）は254,495千円（同19.4％増）となりました。

 

②　財政状態に関する説明

 
前連結会計年度末
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間末
（2026年３月31日）

増減額

資産合計（千円） 9,551,518 10,126,887 575,368

負債合計（千円） 4,240,608 4,593,209 352,601

純資産合計（千円） 5,310,910 5,533,677 222,766

 

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計は10,126,887千円となり、前連結会計年度末に比べ575,368千円の増

加となりました。主な増加内容は、現金及び預金298,770千円、売掛金136,522千円、販売用不動産83,068千円、

前払費用15,448千円、建設仮勘定29,306千円及び繰延税金資産38,208千円の増加であり、主な減少内容は、建物

及び構築物27,430千円の減少であります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債合計は4,593,209千円となり、前連結会計年度末に比べ352,601千円の増加

となりました。主な増加内容は、買掛金81,869千円、前受収益137,930千円、前受金54,753千円、賞与引当金

95,250千円及び預り金123,291千円の増加であり、主な減少内容は、未払費用109,015千円及び長期借入金65,268

千円の減少であります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は5,533,677千円となり、前連結会計年度末に比べ222,766千円の増

加となりました。主な増加内容は、新株予約権（ストック・オプション）の行使及び取締役（社外取締役を除

く）に対する譲渡制限付株式報酬としての新株発行による資本金及び資本準備金のそれぞれ33,437千円の増加で

あります。また、利益剰余金は親会社株主に帰属する中間純利益389,380千円の計上と配当金の支払額236,340千

円の差額により153,039千円増加しました。

 

③　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて

289,757千円増加し4,806,683千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は646,778千円（前年同期比29,545千円の獲得増加）となりました。資金の主な

増加要因は、税金等調整前中間純利益594,564千円、減価償却費65,393千円、株式報酬費用30,581千円、賞与引

当金の増減額95,250千円、前受収益の増減額132,440千円、前受金の増減額54,753千円、仕入債務の増減額

81,869千円及び預り金の増減額123,219千円であります。他方、資金の主な減少要因は、売上債権の増減額△

136,522千円、棚卸資産の増減額△89,544千円、未払費用の増減額△109,015千円及び法人税等の支払額△

192,186千円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は57,649千円（前年同期比38,431千円の使用減少）となりました。資金の主な増

加要因は有形固定資産の売却による収入28,814千円であり、資金の主な減少要因は有形固定資産の取得による支

出△74,528千円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は299,688千円（前年同期比71,143千円の使用増加）となりました。資金の増加

要因は、新株予約権（ストック・オプション）の行使に伴う株式の発行による収入1,600千円であり、資金の減

少要因は、長期借入金の返済による支出△64,947千円及び配当金の支払額△236,340千円であります。
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(2）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題についての重要な変

更、または、新たに生じた優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,211,200

計 9,211,200

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2026年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,512,200 3,512,800
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない、当社に

おける標準となる株式で

あり、単元株式数は100

株であります。

計 3,512,200 3,512,800 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、2026年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年10月１日～

2026年３月31日

（注）１

1,600 3,477,200 800 323,885 800 457,709

2026年１月22日

（注）２
35,000 3,512,200 32,637 356,522 32,637 490,346

（注）１．新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。

２．譲渡制限付株式報酬としての有償第三者割当による増加であります。

発行価格　　1,865円

資本組入額　　932.5円

割当先　　　当社取締役（社外取締役を除く）４名

３．2026年４月１日からこの半期報告書の提出日までの間に新株予約権（ストック・オプション）の行使による

新株発行600株があり、資本金が300千円、資本準備金が300千円それぞれ増加しております
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（５）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

槙野常美 京都市中京区 964,509 27.46

槙野常美　信託受託者　槙野まや 京都市右京区 500,000 14.23

黒田富久子 京都市中京区 297,600 8.47

佐々木茂喜 京都市北区 277,600 7.90

龍池法子 京都市中京区 208,300 5.93

平山　浩 京都府城陽市 163,000 4.64

株式会社ハウズ
京都市右京区西院巽町32番地ヴィヴァー

チェ西院301号室
147,791 4.20

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 120,600 3.43

龍池　亮 京都市上京区 111,200 3.16

エリッツホールディングスグループ従

業員持株会

京都市中京区堀川通姉小路上る三坊堀川町

55－１エリッツ御池ビル
110,169 3.13

計 － 2,900,769 82.59

（注）１．槙野常美　信託受託者　槙野まやの議決権行使は、信託委託者槙野常美の指図によることとされておりま

す。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合（％）は、小数点第３位以下を切捨てて

おります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,510,900 35,109

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準となる株

式であり、単元株式数は100株

であります。

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数  3,512,200 － －

総株主の議決権  － 35,109 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年10月１日から2026年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、清友監査法人による期中レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第14期連結会計年度        PwC Japan有限責任監査法人

　第15期中間連結会計期間    清友監査法人
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,572,519 4,871,289

売掛金 302,119 438,641

販売用不動産 660,449 743,518

未成工事支出金 112 8

貯蔵品 8,915 10,725

前払費用 98,573 114,021

未収消費税等 4,287 1,440

未収還付法人税等 6,035 －

その他 74,601 100,907

貸倒引当金 △3,898 △7,846

流動資産合計 5,723,715 6,272,706

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,712,909 1,717,884

減価償却累計額 △856,409 △888,815

建物及び構築物（純額） 856,499 829,068

機械及び装置 27,401 27,401

減価償却累計額 △8,474 △11,126

機械及び装置（純額） 18,927 16,275

車両運搬具及び工具器具備品 475,936 347,799

減価償却累計額 △361,804 △237,801

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 114,132 109,997

その他 19,727 19,727

減価償却累計額 △19,727 △19,727

その他（純額） 0 0

土地 2,037,191 2,035,676

建設仮勘定 5,400 34,706

有形固定資産合計 3,032,151 3,025,724

無形固定資産   

ソフトウエア 18,010 15,346

その他 5,511 5,511

無形固定資産合計 23,522 20,858

投資その他の資産   

投資有価証券 106,311 100,472

出資金 240,791 233,089

長期前払費用 27,883 24,537

敷金及び保証金 96,545 99,600

保険積立金 162,046 176,605

繰延税金資産 112,514 150,722

その他 26,036 22,568

投資その他の資産合計 772,128 807,597

固定資産合計 3,827,802 3,854,180

資産合計 9,551,518 10,126,887
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 142,620 224,489

１年内返済予定の長期借入金 130,290 130,611

未払金 55,847 52,527

未払費用 206,770 97,754

未払法人税等 196,961 250,035

未払消費税等 92,561 77,977

前受収益 301,449 439,379

前受金 63,776 118,530

賞与引当金 － 95,250

預り金 837,672 960,963

流動負債合計 2,027,950 2,447,518

固定負債   

長期借入金 1,658,962 1,593,694

退職給付に係る負債 87,458 92,082

長期前受収益 48,610 43,120

預り保証金 66,704 66,191

長期預り金 350,602 350,602

繰延税金負債 319 －

固定負債合計 2,212,657 2,145,690

負債合計 4,240,608 4,593,209

純資産の部   

株主資本   

資本金 323,085 356,522

資本剰余金 1,039,657 1,073,095

利益剰余金 3,935,061 4,088,101

株主資本合計 5,297,804 5,517,719

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,711 15,883

為替換算調整勘定 △606 74

その他の包括利益累計額合計 13,105 15,957

純資産合計 5,310,910 5,533,677

負債純資産合計 9,551,518 10,126,887
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

売上高 3,258,797 3,526,345

売上原価 819,203 906,258

売上総利益 2,439,593 2,620,087

販売費及び一般管理費 ※ 1,930,649 ※ 2,029,353

営業利益 508,944 590,733

営業外収益   

受取利息 404 749

受取配当金 565 585

貸倒引当金戻入益 818 －

受取保険金 531 194

不動産特定共同事業投資利益 1,147 1,175

その他 1,053 2,775

営業外収益合計 4,522 5,481

営業外費用   

支払利息 9,493 9,747

その他 379 120

営業外費用合計 9,872 9,867

経常利益 503,593 586,347

特別利益   

固定資産売却益 1,964 5,860

投資有価証券売却益 737 2,394

特別利益合計 2,702 8,254

特別損失   

固定資産除却損 367 38

特別損失合計 367 38

税金等調整前中間純利益 505,928 594,564

法人税、住民税及び事業税 207,243 244,959

法人税等調整額 △30,301 △39,776

法人税等合計 176,941 205,183

中間純利益 328,987 389,380

親会社株主に帰属する中間純利益 328,987 389,380
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

中間純利益 328,987 389,380

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,255 2,171

為替換算調整勘定 △487 680

その他の包括利益合計 2,768 2,852

中間包括利益 331,755 392,232

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 331,755 392,232

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 505,928 594,564

減価償却費 63,513 65,393

固定資産売却損益（△は益） △1,964 △5,860

固定資産除却損 367 38

投資有価証券売却損益（△は益） △737 △2,394

株式報酬費用 － 30,581

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,868 3,947

賞与引当金の増減額（△は減少） 83,653 95,250

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,026 4,624

受取利息及び受取配当金 △970 △1,335

支払利息 9,493 9,747

売上債権の増減額（△は増加） △125,595 △136,522

棚卸資産の増減額（△は増加） 11,501 △89,544

前受収益の増減額（△は減少） 139,467 132,440

前受金の増減額（△は減少） 50,500 54,753

仕入債務の増減額（△は減少） 62,470 81,869

預り金の増減額（△は減少） 183,665 123,219

未払費用の増減額（△は減少） △121,182 △109,015

その他の資産・負債の増減額 △44,238 △10,288

小計 820,030 841,466

利息及び配当金の受取額 893 1,259

利息の支払額 △9,547 △9,796

法人税等の支払額 △196,171 △192,186

法人税等の還付額 2,027 6,035

営業活動によるキャッシュ・フロー 617,232 646,778

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △75,462 △74,528

有形固定資産の売却による収入 18,967 28,814

投資有価証券の取得による支出 － △7,250

投資有価証券の売却による収入 3,652 18,978

定期預金の預入による支出 △12,005 △9,012

定期預金の払戻による収入 3,004 －

保険積立金の積立による支出 △12,856 △14,559

保険積立金の払戻による収入 160 －

敷金及び保証金の差入による支出 △2,939 △3,054

敷金及び保証金の回収による収入 281 －

その他 △18,882 2,960

投資活動によるキャッシュ・フロー △96,081 △57,649

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 58,650 1,600

長期借入金の返済による支出 △88,022 △64,947

配当金の支払額 △199,172 △236,340

財務活動によるキャッシュ・フロー △228,544 △299,688

現金及び現金同等物に係る換算差額 △235 318

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 292,370 289,757

現金及び現金同等物の期首残高 4,149,182 4,516,925

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,441,553 ※ 4,806,683
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　賃貸住宅の契約更新手数料収入・更新事務手数料収入に関する収益認識は、従来、更新料の回収並びに賃借人

から更新覚書を入手し管理委託者に引渡しすることを要件としていましたが、当中間連結会計期間より、契約上

の更新契約の開始時点で収益を認識する方法に変更しました。

　本変更は、管理不動産の入居者との契約更新事務を実施することが当社グループの履行義務であり、更新料の

回収及び更新覚書の入手の如何に関わらず、更新後の賃貸借契約が開始された時点で更新に係る事務手続きは完

了し履行義務は充足されることから、賃貸借契約における更新の実態および履行義務の充足時点をより適切に連

結財務諸表に反映するために行ったものであります。

　なお、この変更による影響額は軽微であることから、遡及適用は行っておりません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

保証債務

　当社では、管理受託マンションの入居者を対象に家賃滞納保証を行っております。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

自社保証分 3,110,087 3,917,231

他社と共同保証の当社負担分 279,918 283,481

 (559,837) (566,963)

計 3,390,006 4,200,713

（注）　金額は保証極度額を記載しております。また、共同保証額については当社負担分を記載しており、（　）内に

総額を記載しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

給料手当 1,005,922 1,041,908

法定福利費 151,316 156,533

福利厚生費 19,557 21,798

賞与引当金繰入額 83,653 95,250

退職給付費用 7,937 6,437

広告宣伝費 217,891 226,387

地代家賃 99,615 112,015

通信費 43,558 47,865

旅費交通費 19,252 19,451

支払手数料 49,851 53,247

事務用品費 16,801 15,412

事務委託費 41,620 38,560

貸倒引当金繰入額 1,231 3,995

減価償却費 20,075 37,508

その他 152,361 152,981

計 1,930,649 2,029,353
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

現金及び預金 4,506,137 4,871,289

預入期間が３か月を超える定期預金 △64,584 △64,605

現金及び現金同等物 4,441,553 4,806,683
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年12月26日

定時株主総会
普通株式 199,172 58.00 2024年９月30日 2024年12月27日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　新株予約権（ストック・オプション）の行使及び取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬

としての新株発行により、当中間連結会計期間において資本金が29,325千円、資本準備金が29,325千円それぞ

れ増加しております。この結果、当中間連結会計期間末において資本金は320,585千円、資本剰余金は

1,037,157千円となっております。

　上記「１　配当金支払額」に記載の剰余金の配当により、当中間連結会計期間において利益剰余金が

199,172千円減少しましたが、親会社株主に帰属する中間純利益328,987千円の計上による増加があり、当中間

連結会計期間末において利益剰余金は3,564,758千円となっております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

 2025年12月25日

定時株主総会
普通株式 236,340 68.00 2025年９月30日 2025年12月26日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　新株予約権（ストック・オプション）の行使及び取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬

としての新株発行により、当中間連結会計期間において資本金が33,437千円、資本準備金が33,437千円それぞ

れ増加しております。この結果、当中間連結会計期間末において資本金は356,522千円、資本剰余金は

1,073,095千円となっております。

　上記「１　配当金支払額」に記載の剰余金の配当により、当中間連結会計期間において利益剰余金が

236,340千円減少しましたが、親会社株主に帰属する中間純利益389,380千円の計上による増加があり、当中間

連結会計期間末において利益剰余金は4,088,101千円となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社エリッツホールディングス(E38634)

半期報告書

17/23



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整
中間連結
損益計算書
計上額 

不動産仲介
事業

不動産管理
事業

居住者
サポート事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,725,118 1,159,281 374,398 3,258,797 - 3,258,797

セグメント間の内部売上高又

は振替高
148,711 16,997 28,587 194,296 △194,296 -

計 1,873,829 1,176,278 402,985 3,453,094 △194,296 3,258,797

セグメント利益 293,082 204,864 213,159 711,106 △202,161 508,944

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額142,508千円、棚卸資産の調整額△260千円及び報告セ

グメントに配分していない全社の人件費及び一般管理費△344,409千円であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整
中間連結
損益計算書
計上額 

不動産仲介
事業

不動産管理
事業

居住者
サポート事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,766,248 1,329,058 431,038 3,526,345 － 3,526,345

セグメント間の内部売上高又

は振替高
167,648 19,675 31,416 218,739 △218,739 －

計 1,933,896 1,348,733 462,454 3,745,085 △218,739 3,526,345

セグメント利益 263,233 237,512 254,495 755,241 △164,508 590,733

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額172,459千円、棚卸資産の調整額440千円及び報告セグ

メントに配分していない全社の人件費及び一般管理費△337,408千円であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 報告セグメント
中間連結損益
計算書計上額

 不動産仲介事業 不動産管理事業
居住者サポート

事業
計

一時点で移転されるサービス 1,103,585 700,788 152,606 1,956,980 1,956,980

一定の期間にわたり移転され

るサービス
484,635 440,603 154,507 1,079,746 1,079,746

顧客との契約から生じる収益 1,588,220 1,141,392 307,113 3,036,726 3,036,726

その他の収益（注） 136,897 17,889 67,284 222,070 222,070

外部顧客への売上高 1,725,118 1,159,281 374,398 3,258,797 3,258,797

（注）　その他の収益は、不動産賃貸料、滞納家賃保証料等、「収益認識に関する会計基準」の適用対象外の収益であ

ります。

 

当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 報告セグメント
中間連結損益
計算書計上額

 不動産仲介事業 不動産管理事業
居住者サポート

事業
計

一時点で移転されるサービス 1,116,713 843,438 169,259 2,129,411 2,129,411

一定の期間にわたり移転され

るサービス
512,662 468,249 176,725 1,157,636 1,157,636

顧客との契約から生じる収益 1,629,376 1,311,687 345,984 3,287,048 3,287,048

その他の収益（注） 136,872 17,370 85,053 239,296 239,296

外部顧客への売上高 1,766,248 1,329,058 431,038 3,526,345 3,526,345

（注）　その他の収益は、不動産賃貸料、滞納家賃保証料等、「収益認識に関する会計基準」の適用対象外の収益であ

ります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

(1）１株当たり中間純利益 95円41銭 111円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 328,987 389,380

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
328,987 389,380

普通株式の期中平均株式数（株） 3,448,313 3,489,461

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 94円37銭 110円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 37,850 46,520

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年５月14日

株式会社エリッツホールディングス

取締役会　御中

 

清友監査法人

京都事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 市田　知史

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　茂洋

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリッツ

ホールディングスの2025年10月1日から2026年9月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年10月1日から2026

年3月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社エリッツホールディングス及び連結子会社の2026年3月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

その他の事項

　会社の2025年9月30日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年

度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中間

連結財務諸表に対して2025年5月14日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2025年12月

23日付けで無限定適正意見を表明している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　 上

 
  
（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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